EFL コンテキストと言語教育政策 by 沖原 勝昭
13EFL コンテキストと言語教育政策
EFL コンテキストと言語教育政策
EFL Contexts and Language Education Policies
沖　原　勝　昭
OKIHARA Katsuaki
Abstract
 Following the EFL/ESL distinction in Okihara (2011), this paper tries to confirm that the be-
ginning research activities in Foreign Language Education (FLE) were initiated during the 
1950s to 1960s mainly in the field of modern language teaching in English-speaking countries 
such as USA and UK, and that the context of such teaching had a lot in common with that of 
Teaching English as a Foreign Language (TEFL), rather than Teaching English as a Second 
Language (TESL), producing significant pedagogical implications for TEFL theories and prac-
tices. The paper then goes on to point out that the research field of the current FLE has 
shifted from that of modern language teaching to studies based on applied linguistics in the 
ESL context, and that this shift has resulted in problems of incongruence when innovations 
developed by applied linguists are transferred to the EFL context for the purpose of reform-
ing language education policies in the countries concerned including Japan. This discussion is 
primarily concerned with general (not specialized) language education in the public (not pri-
vate) sectors.
１．EFL コンテキストの性格
　EFL（English as a Foreign Language）と ESL（English as a Second Language）の対比は
英語教育のコンテキストの違いと言えるが、その違いは主として目標言語である英語の社会的
機能の違いに基づくものである。前者のコンテキストでは、英語は行政や教育の言語としての
機能を有さず、後者 ESL では英語は社会的機能を有するコンテキストでの英語教育というこ
とである。この違いから、英語教育の目的・目標、英語の位置づけ、教える英語の内容、教師
の資格、教授法などに大きな違いを産むことになる（沖原2011）。
　EFL 型英語教育の主たる特徴として、大多数の国民の L1である国語を持つこと、その国語
が教育の場での使用に耐えるほど高度の文字言語機能を有する言語であること、そのような環
境で行われる英語教育であることがあげられる。学習目標は、英語の BICS（Basic Interper-
sonal Communicative Skills）ではなく、CALP（Cognitive Academic Language Proficiency）
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であり、最終目的として国語と英語の CALP の bilingual を育成することになる。学習方法は、
L1を通した英語学習であり、L1訳語を使用した翻訳練習も重視される。英語学習の開始は、
初等教育において L1の読み書き能力（L1 literacy）を習得したあと、前期中等教育から教科
として学習するという制度である。一般社会では英語は通常伝達の手段としては機能していな
いので、学習者が英語と接触するのはほとんどが教室内に限定される。ESL 型教育と区別で
きる端的な違いとして、EFL コンテキストでは、英語は授業用言語（medium of instruc-
tion）としては用いられない点である。
　なお、BICS と CALP の厳密な違いについては、現在のところ、明確な定義をするほど研究
は進んでいないが、バトラー後藤（2011）は、提唱者 Cummins（1979）の言う CALP 的な要
素を有する言語を「学習言語」（academic language）と命名してその存在を認めていることは
注目してよい。
２．黎明期の研究活動と成果
　外国語教育界において、本格的な研究とそれに基づく実践が開始されたのは1950〜1960年代
であり、それをリードしたのはアメリカやイギリスの公教育における現代語教育（modern 
language teaching）であった。そして、この時期、外国語教育研究は目覚ましい躍進を見せ
たのである。「現代語」とは「古典語」（ギリシア語、ラテン語）との対比で命名されたもので、
当時主として教えられた言語は、フランス語、スペイン語、ドイツ語、ロシア語など、英語と
同じ印欧語族に属する言語であった。つまり、「現代語」とは「英語以外の言語」であり、そ
の教育を対象とした研究であった。そして、そのコンテキストの特徴としては、EFL と ESL
との対比でいうと、現代語教育は TESL ではなく、むしろ TEFL と多くの共通点を持っていた。
それゆえ、その研究成果は、日本の英語教育をはじめとする EFL コンテキストにも重要な教
育的示唆を与えたのである。
　それでは、アメリカを中心に、英語国における現代語教育をフィールドとして実施された数々
の教育上の革新やそのための基礎研究と教育実験を取り上げてみる。
３．アメリカの現代語教育
　アメリカの教育界において、第二次大戦前から、現代語科目は多くの生徒・学生に不人気で
敬遠されており、現代語教育は長年停滞の時代が続いていた。現代語はわずかにハイスクール
での自由選択科目として２年コースが開設されていただけで、ほとんどの大学入試にも課され
ていなかった。そのため、履修者は少なく、選択した生徒の学習意欲も上がらないという悪循
環の中で、存亡の危機に立たされていた。その低迷の時代に強力なカンフル剤となったのが、
ソ連による人工衛星の打ち上げに端を発したスプートニック・ショック（1957）であった。
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　これを契機に、アメリカは自国の教育の徹底的な見直しを開始し、1958年、国家防衛教育法
（National Defense Education Act: NDEA）を成立させて学校教育への財政援助を開始した。
てこ入れの対象となったのが、理系科目（数学と理科）と現代語教育、特に、ロシア語教育で
あった。これを転機として、現代語教育において以下に述べる様々の立て直し策が立案され、
実施されることになった。
（１）FLES 運動
　教育界でのひとつの改革は、外国語の開始学年を下げることであった。それは、小学校にお
ける外国語教育であり、Foreign Languages in the Elementary School の頭文字をとった
「FLES 運動」として1950年代のアメリカに登場していたが、NDEA 成立以後この運動は精力
的に展開された。しかしながら、小学校での成果がおもわしくなく1960年代後半から1970年代
には下火になっていった。その背景には、教員養成の不備、財政難、教材不足などの難問が山
積していたことなどがあったが、FLES はもはや現代語教育を改善するための有効な手段とし
て見なされなくなったということである。
　一方、1960年代はイギリスにおいても早期外国語教育への関心が高まっていた時期であり、
小学校へのフランス語導入の効果についての論議が闘わされるとともに、その教育的効果を検
証するための実験も盛んに実施されていた。その中で、最も注目に値する実験は1963年に開始
された Pilot Scheme と称された早期導入実験である。この実験では、８才児（日本の小４）
と11才生徒（日本の中１）へのフランス語授業を導入した場合のフランス語能力への効果や他
教科の学習への影響などが調査されたが、フランス語能力については有意な差が検出できず、
最終報告書（Burstall, 1977）では、「早期導入はフランス語能力の向上に効果なし」との結論
が出された。
（２）無学年制と個別化
　教育の危機打開策のひとつとして、1960年代に試みられたのが無学年制（non-graded pro-
grams）の現代語教育で、クラス編成において学年（grade）の枠を撤廃して、習熟度の違い
でクラスを編成するというものであった。現在でも習熟度別クラス編成として日本の学校教育
で実践されている方法である。それとともに、生徒個人の学習への取組に焦点を当てて、でき
る限り個の要求に応じて行こうとの観点から「学習の個別化（individualization）」も追究された。
1980〜1990年代には、TEFL/TESL 分野で学習方略（learning strategies）や学習スタイル
（learning styles）が盛んに研究されたが、それらを先取りしたものが1960年代の現代語教育に
おいて模索されていたのである。
（３）語学演習室の設置
　音声を録音する技術が発達して、第二次大戦前にはテープレコーダーが開発されたが、それ
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が外国語教育に広範囲に利用されたのは大戦中のアメリカにおける Army Specialized Train-
ing Program においてであったと言われている。戦後、テープレコーダーの普及とあいまって
大学やハイスクールが競って語学演習室（LL 教室）の設置に乗り出した。特に、1958年に
NDEA が制定されてからは、ハイスクールに語学演習室を設置するときには連邦政府が半額
を負担するようになったため、全米で語学演習室が飛躍的に増加し、ハイスクールで2500校、
大学は700校に達するほどであった。日本では、語学演習室が最初に設置されたのは1951年南
山大学と京都学芸大学であり、中学、高校にも普及するようになったのは1960年代になってか
らである（小川編1964、p.299）。
（４）言語適性テストの開発
　外国語学習に個人的な向き不向きがあるのかという問いに答えるべく、言語適性（language 
aptitude）の概念を解明する努力が払われたのが1950〜1960年代のアメリカの現代語教育界で
あった。その結果、英語母語話者が他の西洋語を学習する時の適性に焦点を当てて２つの適性
テストが開発された。ひとつは、J.B. Carroll and S. M. Sapon が1958年に開発した Modern 
Language Aptitude Test（略称 MLAT）であり、それをもとに1967年、小学校の児童用に作
成されたのが Modern Language Aptitude Test: Elementary（略称 EMLAT）である。これら
のテストは、（i）音声の記号化、（ii）文法的感受性、（iii）機械的記憶力、（iv）帰納的学習能
力の４つの下位能力で構成されていた。
　もうひとつの適性テストは P. Pimsleur が開発した Language Aptitude Battery（Pimsleur, 
1966）であり、これは MLAT の４つの下位能力に学校の成績を加味したものであった。
　これらの適性テストを参考にして、日本でも日本人英語学習者を想定した適性テスト作成の
試みが見られた。これは、1971年に大阪 YMCA が開発したもので、日本人が英語を学習する
際の適性を測定しようとしたものであった。
（５）有効な教授法の開発
　外国語教育における中核的な領域である教授法と教授技術の開発においても、1950〜1960年
代のアメリカは研究の先進地・中心地であった。ここでも、研究のフィールドは、TEFL/
TESL ではなく、現代語教育であった。主なものをあげてみる。
１）Total Physical Response
　この指導法（略称 TPR）は、1960年代、外国語としての日本語授業での実践をもとに開発
された（Asher,1969）。この方法は、身体運動が伴う命令文を聞かせ、その指示通りに身体を
動かして反応できれば外国語の命令文が聞き取れたと確認する、というものである。現在でも
多くの言語の入門期で実践されている。1970年代に理解優先の教授法（Comprehension Ap-
proach）に注目が集まったが、TPR はその先鞭をつけたものと言うことができる。
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２）理解優先教授法
　前述の TPR 以降、理解優先の考え方は現代語教育において、ひとつの流れとなっていた。
その代表的な研究として、アメリカの大学におけるロシア語クラスで行った12週間の実験があ
る（Postovski,1974）。入門期にはリスニング活動を通じて外国語のインプットを与えることを
優先させ、発音練習やスピーキング活動などの産出練習は遅らせるのが効果的であるとの仮説
に基づいて、この教育実験では、最初の４週間口頭練習を控え、専らリスニング練習を徹底し
た結果、仮説を支持する結果が得られた。以後、理解優先の考え方は一躍注目を浴びることに
なる。
　外国語学習の入門期におけるリスニング重視の考え方は、1970年代後半から1980年代にかけ
て隆盛をみたモニターモデル（Monitor Model）、インプット仮説（Input Hypothesis）
（Krashen, 1985）によって、一応の体系化、集大成が行われる。しかし、これを境に、研究の
フィールドは ESL コンテキストに移行していくことになる。
３）２大教授理論の比較実験
　20世紀に入ってからの欧米の言語教育界には、多くの教授法が乱立していた。古典語教育の
場で実践されていた文法翻訳法（Grammar-Translation Method）を筆頭に、現代語教育の改
革の結果、直接教授法（Direct Method）、自然教授法（Natural Method）、口頭教授法（Oral 
Method）、段階的直接教授法（Graded Direct Method）、オーラル・アプローチなどである。
アメリカの外国語教育学者であり心理学者であった J.B. Carroll は、1965年に各種教授法を整
理して、２つの教授理論に集約できるとした。それは、習慣形成理論（Audio-Lingual Habit 
Theory: A-LH）と認知学習理論（Cognitive Code-Learning Theory: CC-L）であった。前者は
音声言語の分析に道を拓いた構造言語学と刺激と反応に基づく習慣形成を重視する行動主義心
理学を理論的基盤としていた。後者（CC-L）は変形文法と認知心理学の考え方に立つもので
ある。
　この２大理論の相対的有効性を検証するために多くの教育実験がなされたのが1960-70年代
である。主要な実験のフィールドはアメリカの大学やハイスクールの現代語教育であった。比
較実験で主なものをいくつかをあげる。大学におけるドイツ語について、A-LH と CC-L を比
較するとともに、LL の効果も測定しようとしたのが Scherer and Wertheimer（1964）であっ
た。さらに、ペンシルバニア州のほぼすべてのハイスクールを巻き込んで、４年を費やした大
規模な実験として Pennsylvania Project（Clark, 1969）がある。この実験では、当時ハイスク
ールで教えられていたドイツ語、フランス語、スペイン語の授業が対象とされた。
　これら一連の比較実験では、いずれかの教授法の優位性を明確に示すことはできなかったが、
当時改革の旗手として期待されていた A-LH の有効性が検証されなかったことは、多くの外国
語関係者の期待を裏切ることになった。しかし、この時期の教授法研究は日本の英語教育界に
も大きなインパクトを与え、効果的な教授法を求めて多くの研究を誘発したのである。
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４）授業分析研究
　アメリカの現代語教育研究において、ひとつの隆盛を見たのが1960〜1970年代にかけて盛ん
に行われた授業分析研究（Classroom-oriented research）または交互作用分析（Interaction 
analysis）と呼ばれる一連の授業研究であった。この研究は、学校教育というコンテキストに
おける教育学的な視点からのアプローチであり、現代語科目以外の教科の授業で開始され、次
第に現代語の授業でも実施されるようになったという意味でユニークであった。最も注目を浴
びたのが、「よい授業」を客観的に、かつ量的に記述していくとの目的で授業分析ツールを開
発した Ned A. Flanders（1970）の交互作用分析（Flanders Interaction Analysis Categories：
略称 FIAC）であった。
　Flanders 以後、外国語授業用に開発された分析方式はいずれも Flanders のものを基にして
改良・改作されたものである。Flanders は授業中に起こる行動を、教師の発言、生徒の発言、
沈黙の３つのカテゴリーに分け、教師と生徒の発言をさらに下位カテゴリーに分類している。
たとえば、教師については、「感情・態度の受容」「賞賛・激励」「発問」「講義・説明」「批判」
などである。1970年代に入り、このような授業研究が次第に外国語授業にも取り入れられるよ
うになり、Gertrude Moskowits は、外国語授業用として Foreign Language Interaction（略
称 FLint）を開発し、それをもとに、「よい外国語授業」「よい外国語教師の教授行動」を求め
て幾多の研究を蓄積していった。
　授業分析研究のインパクトは、1970年代後半から日本の英語教育へも波及した。具体的には、
教育実習生とベテラン教師の授業行動の比較分析という形で、主として、教員養成課程の「英
語科教育法」の授業をフィールドとして盛んに行われるようになり、授業の質の向上に貢献し
た。
４．コンテキストの転換
　1980年代に入ると、外国語教育研究の対象と環境は次第に変質していくことになる。イギリ
スを中心としたヨーロッパ諸国では、外国語のニーズ分析とそれに基づくシラバス・教材の開
発に研究のエネルギーが向けられ、その成果はいわゆる Communicative Language Teaching
（CLT）の開発と流布の動きとなって、各国の学校教育にも大きな影響を及ぼすようになる。
さらに1990年代に入ると、EU 統合の動きと連動して、ヨーロッパ協議会（Council of Eu-
rope）が牽引する形で、外国語の運用能力指標としてヨーロッパ共通参照枠（Common Euro-
pean Framework of Reference）が EU 域内で採用され運用されるようになって現在に至って
いる。
　それに対して、アメリカでは、1970年代後半以降、学習者の情意面（affective factors）に
焦点が当たるようになり、Humanistic Approach と呼ばれる一連の「学習者にやさしい」教
授法（Silent Way, Community Language Learning, Suggestopaedia など）の隆盛をみること
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になる。
　欧米ともに、この時期を境として、学校教育内での現代（外国）語教育というコンテキスト
での研究や実践の革新は少なくなり、応用言語学（Applied Linguistics）が台頭してくる。そ
して、研究や教育実践の対象となる言語は「英語以外の西洋語」から「外国語としての英語（＝
EFL）」、「第二言語としての英語（＝ ESL）」へと移行していき、現在では主たる研究のフィ
ールドは後者の ESL コンテキストに転換した感がある。今世紀に入って、英米ともに、Sec-
ond Language Acquisition（SLA）研究と言語習得の認知プロセスに焦点を当てた研究の隆盛
を見ることになる。学問領域的には、言語学、心理学的観点からの研究が盛んになり、人文学
や教育学からの研究は少なくなってくる。
５．研究成果の消費者
　前項「２．黎明期の研究活動と成果」で述べたように、外国語教育研究の始まりは英語国の
現代語教育であり、学校教育というコンテキストで革新的な教授理論、カリキュラム、テスト
などが開発され、FL コンテキストの教育の向上や問題解決に適用されたことを見てきた。そ
の成果は、コンテキストの共通性もあって、日本など非英語国の英語教育（＝ TEFL）にも応
用できる性質のものであった。事実、1960〜1970年代に行われた教授法の比較実験や授業分析
研究などは日本の英語教育の現場に対しても重要な意味や示唆を与えたのである。
　この項では、理論の生成とその理論の応用先との関係を、理論提供側と消費側との関係で説
明している Holliday（1994）の二項対立に目を向けてみよう。これは現在の EFL コンテキス
トの立ち位置を見事に浮き彫りにしている対立概念である。
（１）BANA と TESEP
　Holliday（1994, p.4）によると、英語教育界には２つの世界、つまりコンテキストがあると
言う。ひとつが BANA（Britain, Australasia and North America の頭文字）で、もうひとつ
が TESEP（tertiary, secondary, primary の短縮）である。BANA は英語国（英、米、豪など）
の民間の英語学校の英語教育とその関係者の世界であり、TESEP は３つの構成語が示すよう
に、「高等・中等・初等教育＝学校教育」の英語教育で、両者は対等の関係では存在していない。
BANA は英語教育の理論、教材、情報の提供や発信を行い、TESEP はそれを購入して消費す
る側である。しかし、前者は後者の市場調査を行わず、後者の教育的ニーズに無頓着である。
前者の核に君臨しているのが Communicative Approach（あるいは、Communicative Lan-
guage Teaching）であり、それが機能しない後者の学校教育の英語教育は欠陥品であると見
なす傾向がある。
　この関係をさらに詳しく説明すると、英語教育における標準と見なされる教授理論（received 
methodology）は BANA から TESEP へ移転される。TESEP 側には誇るべき教授理論自体が
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少ないので、BANA 側の理論が高級なもの、世界標準と見なされ、TESEP 側の方法は二流、
三流と見なされる。この世界標準の知識を創造・提供することは BANA の独占状態となって
いる。
（２）技術移転
　BANA から TESEP への技術移転（technology transfer）は以下の経路を通して行われる。
経路１：BANA 主催の英語教育プロジェクトにおいて TESEP 教員が新教授法を受け入れる
経路２：BANA 出版社、教科書会社が開発した新教材を、TESEP 側で使用する
経路３：BANA 教師が非英語国の TESEP で教える。
経路４：BANA 専門家が TESEP 教師や教員養成担当者を養成する
経路５：TESEP 教師が BANA の大学や大学院で学位取得のために学ぶ
　Holliday（1994, p.94）は、これら２つの世界の教育的ニーズには基本的な異質性があると指
摘する。BANA が想定するのは道具的ニーズ（instrumental language needs）、具体的には、
就職に必要とされるものであり、民間の英語学校へやってくる成人の英語学習者である。
TESEP の対象は EFL 国の公教育で学ぶ生徒・学生であり、その第一義的ニーズとは基礎的・
人格形成的なニーズであり、BANA が提供する道具的なニーズとは基本的に異なっている。
このように考えると、1980年代の応用言語学的一大成果である Communicative Approach は、
そのままの形では TESEP に持ち込めないことがわかる。
　英語教育コンテキストの以上のような不調和の具体例を挙げてみる。
（事例１：上掲５.（２）技術移転の経路４）
1996年８月、イギリス Oxford 大学での British Council 主催の英語教員研修コース中（＝
BANA コンテキスト）に起こった出来事である。筆者はこの時たまたま当地で在外研究中で
あったので、オブザーバーとして参加させてもらっていた。本コースには世界中から50名くら
いの英語教員が参加しており、ソ連崩壊後の後遺症が残る時期でもあったので東欧諸国のロシ
ア語教師の数が目立った。参加者（＝ TESEP コンテキストの教師）のほとんどが中等学校教
員で、大学教員も散見された。日本からも高校の先生が３名参加されていた。このコースの売
りは Communicative Approach に基づく教授法の講習で、具体的な内容として、ペアやグル
ープでの対話練習指導、コミュニケーション・ゲームを用いた活動の指導などが中心であり、
文法や語彙の暗記学習や訳読中心の指導法からいかに脱却するかに焦点が当てられていた。─
─その出来事とは、イギリス文部省が同国の初等・中等学校教員に要請した内容が新聞に大々
的に報道されたことである。その内容は Oxford での研修内容とまったく逆の方向を示すもの
であった。つまり、新聞に載った文部大臣のコメントは「対話練習、グループ討論などの進歩
的（progressive）教授法（＝ BANA コンテキストで開発）はいい加減やめにして、教師は教
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科書を手に、黒板を背にして、基本的な教科書教材を教え込み、生徒の基礎力を養成せよ」（＝
TESEP コンテキストでの教育的ニーズ）というものだった。当時、学校の教育力と生徒の学
力双方の低下に悩んでいたイギリスは、1989年全国統一カリキュラム（National Curricu-
lum）を制定し、全英の児童・生徒に一定の学力を保証するために懸命に教育改革に取り組ん
でいた。新聞報道は、1996年に改革の進捗状況を点検した結果の文部省からの強い要望であっ
た。その新聞記事を教室に持ち込み、苦笑いを浮かべた Oxford 研修担当講師の表情が今だに
忘れられない。
（事例２：上掲５.（２）技術移転の経路５）
　BANA 大学院コースの内容が異なっているので、日本の大学院へ転校した事例も多く存在
する。日本の小学校英語教員の資質測定を学位論文のテーマにしていた日本人研究者が、在阪
の某米国系大学院日本校に入学したが、そこでは自分の求める授業科目がなく、個人指導も希
望する内容で受けられないことがわかり、日本の大学院での研究を希望して、入学し直した。
BANA 大学院のコースと TESEP コンテキストの英語教育をベースにしている日本の大学院
とのちがいが浮き彫りにされた例である。
　英語教育の研究者を志してイギリスやアメリカの大学院に留学すれば、Applied Linguistics
や Second Language Acquisition を中心としたコースをこなすことになるが、この場合も同じ
ギャップが存在することに気づかされる。TESEP コンテキストの英語教育理論は BANA コ
ンテキストとは異質なもので、基礎と応用の関係だと簡単に言えないほどの距離がある。
６．まとめ及び提言
　EFL と ESL との対比とは少し異なる視点から２つのコンテキストを取り上げたのが Holli-
day （1994）の BANA 対 TESEP である。それは Kachru（1982,1992）の Inner Circle と Ex-
panding Circle の違いであり、この違いには、理論提供者（BANA ＝ IC）対理論消費者
（TESEP ＝ EC）という技術移転の関係が成り立つが、その移転は、下図に示すように、異な
るコンテキスト間で行われる。
1. Inner Circle: IC
 -ESL in English-mother-tongue countries ＝ BANA
 (cf. JSL in Japanese-mother-tongue country)
2. Outer Circle: OC
 -ESL in non-EMT countries
 (cf. JSL in non-JMT countries)
3. Expanding Circle (EC) ＝ TESEP
 -EFL (cf. JFL, modern language teaching)
1 2 3
（図）言語学習環境（Kachru 1982, 1992）
22
　どの言語についても、上図 Kachru（1982、1992）の同心円を描くことができる。たとえば、
日本語については、IC と OC は第二言語としての日本語教育（Japanese as a second lan-
guage: JSL）であり、EC は外国語としての日本語教育（Japanese as a foreign language: 
JFL）である。技術移転が同じ層の円同士で行われる方が、その技術の関連性や必要性は高く、
それだけ有効性も高くなる。逆に、ある技術が異なる円間で移転されると、教育現場には無理
な要求となり、学校教育に混乱を生じさせるし、往々にしてその技術は立ち枯れ状態となる。
　BANA からの技術移転が日本も含めた受け入れ側でこのような齟齬を生んでいる例を２つ
あげる。小学校への英語導入と高校での「英語による授業」である。
移転例１：小学校への英語導入
　世界の多くの国では、早期学習の効果（Earlier the better）、つまり、早期に始めれば英語
力が near-native レベルまで到達できるかもしれないと期待してこの施策を推進している。こ
の「期待」の実現性については、理論的にも実践的にもすでに決着がついている。前出３．（１）
FLES において指摘したように、1960年代のアメリカやイギリスにおける教育実験の結果を見
ればそれがわかる。また、日本のような EFL 国では、小学校への英語導入には教育制度上大
きな変革が求められる（沖原2011）。
　小学校英語を積極的に推進しているかに見えるアジア諸国についても多くの問題を残してい
る。現在の小学校英語推進の理由として、「早期学習は効果的」「教科学習にも英語を使うと
native-like fluency が得られる」があげられる。しかし、近年、ASEAN 諸国において、native 
speaker model の追求をやめて、各地域版の英語を学習目標にする multilingual model の考え
方も出てきている。仮に、multilingual model が教育目標として設定されれば、native-like flu-
ency は不要になり、小学校英語も不要になる（Kirkpatrick, 2010）。多くの ASEAN 諸国は、
歴史的経緯によって、多言語・多文化的社会構造を有している。まず児童・生徒が生まれ育っ
た地域の言語があり、学校ではその言語とは異なる国語・公用語を学び、さらに、国際語とし
て英語を学ぶ、という重層構造をしているのである。初等教育に英語を新しく導入すれば、授
業時間をそれだけ窮屈にすることになる。そこで、native-like fluency の幻想から解かれて、
小学校で英語を教えず、英語導入を中学校まで遅らせると、その時間に地域語（local lan-
guages）を教える余裕ができるのである。このような事情を斟酌すると、ASEAN 諸国の実情
が垣間見える。つまり、小学校英語は必要悪であり、そのために多くの代償を払っていること
がわかる。たとえば、イギリスは官民こぞって小学校への英語導入に対する支援を世界的に展
開しているが（IATEFL, 2009）、ASEAN 諸国の現状にも、BANA からの技術移転が必ずし
も TESEP 側の要求に合致しているとは言えない例を見るのである。
移転例２：「English Only」は TEFL において望ましい学習条件か？
　外国語習得環境において、多くの exposure があればあるほど学習者の言語能力は向上する
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ことは自明のこととして、そのような条件を満たそうと教師は努力する。そして、できる限り
L1使用を抑制してその分目標言語を用いて授業を行うことが望ましいと考えられてきた。い
わゆる English only と言われる単一言語使用（monolingual approach）の授業が英語教員の目
標でもある。日本の英語教室でも、monolingual approach が実践できるようになることは悲
願である。また、目指すべき模範授業を提示するための公開模範授業では、ほぼ例外なく
English Only の授業が展開するのがふつうである。しかし、EFL コンテキストにおいて、成
人学習者を対象にした CALP 習得を目指した授業をする場合、monolingual approach で通す
ことがどれほど困難なことか、何度挫折したことか、多くの教師が痛感しているところでもあ
る。
　これまでの常識に対して、Auerbach（1995）は疑問を投げかける。成人の学習者による言
語学習では、母語の読み書き能力（L1 literacy）が基礎となって、L２能力が伸張するのでは
ないか。中級レベル以降でも、L1使用は resource であり、obstacle としてとらえられるべき
ではないと主張する。さらに、monolingual approach は実際には失敗しているのではないか。
なぜなら、学習者も教師も挫折感や不満を抱えている。English Only が原因で多くの学習放棄
者や学習不振児を出している ESL 国も少なくない。それに対して、L1 literacy に基づく bilin-
gual approach の方が効果をあげるのではないか。
　この考え方からすると、日本の高校における「英語授業は英語を用いて」との新学習指導要
領（2008年告示）の規定は再考すべきではないか。さらに別の疑問として、多くの exposure
があれば言語能力は向上する、との仮説は、指導内容が BICS の場合には当てはまるが、
CALP（＝学習言語）については、むしろ L1 literacy がしっかりしていることが必要条件に
なるのではないか。CALP の習得を目標とすれば、小学校英語は不要である。むしろ、小学校
では日本語の CALP をしっかり教えておいて、それをもとに中学校の英語授業を実施すれば
効果はもっとあがるのではないか。このように、English Only については、様々な仮説が設定
できる研究テーマである。これは BANA 発の技術であり、それを TESEP コンテキストに持
ち込むには慎重でなければならない。
　おわりに、教育改革についての決定や施策は言語教育政策の問題であり、国策の一環として
教育現場に一律に適用されるので、高度の専門的判断が求められる。一国の外国語教育政策の
要諦は、詰まる所、その国の国語の力量と教える外国語のそれとの相対的重要性をどう見極め
るかの問題である。日本の場合、英語教育の改革には、まず、「高度の伝達能力を備えた国語
と高い教育水準を有する国であること」「EFL コンテキストにおける英語教育であること」と
いう基本認識を前提にすべきである。
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